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「よくわかるスマート農業－デジタル化が実現する儲かる農業－」「よくわかるスマート水産業」「IoTが切り
拓く次世代農業－アグリカルチャー4.0の時代－」「次世代農業ビジネス経営」（三輪泰史：日刊工業新聞

社）、「植物工場経営」（井熊均・三輪泰史：日刊工業新聞社）、「グローバル農業ビジネス」（井熊均・三輪
泰史：日刊工業新聞社）、「甦る農業-セミプレミアム農産物と流通改革が農業を救う」（井熊均・三輪泰史編
著：学陽書房）、「図解 次世代農業ビジネス」（井熊均・三輪泰史編著：日刊工業新聞社）等

主な書籍
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【活動紹介】多機能型農業ロボットDONKEY
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農業者とともに成長する

地域とともに栄える

農業者と作物を繋ぐ

DONKEYのビジョン 標準化されたベースモジュール
＋

オープンイノベーションによるアタッチメント＆
アプリケーション

コンセプト段階のCG

農林水産省や経済産業省の研究事業、農
林水産省の「スマート農業実証プロジェクト」
で研究開発を加速。実証後、量産化のため
の開発を継続、9月に量産機の販売開始
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【活動紹介】多機能型農業ロボットDONKEY
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↑運搬 ↓防除 【ブドウ】 ↑運搬 ↓UV照射 【トマト、温室】
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 農業・農村の発展には、事業面、環境面、社会面の３つのサステナビリティの両立が不可欠。

 従来は、“環境配慮・社会貢献は儲からないが義務だから仕方なくやる”という考えが多かったが、
資材費高騰やSDGｓへの関心増加に伴うエシカル消費の台頭で、“SDGｓの取り組みによって儲か
る”という図式を作ることが可能に。

出所：講演者作成
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 “儲かる農業”の実現
 後継者・新規就農者の確保 など

事業面の
サステナビリティ

 温室効果ガスの排出量削減、気候変動への適応
 生物多様性の保全 など

環境面の
サステナビリティ

 農村の活性化
 食料安全保障の確保 など

社会面の
サステナビリティ

これまでの日本農業 これからの日本農業

農業の
収益性 相反

環境配慮・
社会貢献

農業の
収益性

環境配慮・
社会貢献＝

合致

スマート農業普及に向けた提言①：農業の3つのサステナビリティを実現
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スマート農業普及に向けた提言①：農業の3つのサステナビリティを実現

 スマート農業の効果は効率化、省力化だけでなない。環境面、社会面を含め、もっと広い視点で
捉え、役割を再定義することが重要。
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出所：講演者作成
写真：農水省、株式会社DONKEY、一般社団法人セキュアドローン協議会

儲かる農業

環境配慮型
農業

食料安全保障

• 化学肥料削減
 ドローン・⼈⼯衛星モニタリングによる施

肥適正化、収量コンバイン、可変施肥
装置

• 農薬削減
 除草ロボット、アイガモロボット、ドローン

ピンポイント散布、紫外線照射ロボット

資材費低減、
ブランド化（価値伝達、エシカル消費）

資材使用量
削減

資材輸入依存度
低減

取り組みモデル（例）
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スマート農業普及に向けた提言②： “みんなでやる”スマート農業

 スマート農業のポテンシャルを最大限に引き出すためには、“みんなでやる”ことがポイント。（高効
率なスマート農業技術を個人で使うと稼働率が低く非効率）

 農業支援サービス、スマート農業技術活用サービスの活用が有効な選択肢。スマート農機を自
分で買えない、使えない農業者でも、スマート農業を導入可能に。 ⇒普及の起爆剤
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出所︓農林⽔産省
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スマート農業普及に向けた提言②： “みんなでやる”スマート農業

 島根県美郷町内に設置するソーラーシェアリングで発電した再生可能エネルギーを電動スマート
農機で活用。再エネで充電したスマート農機を用いた農業支援サービス（シェアリング、作業受託
等）の展開により、GHG排出量の少ない農業を面的に推進
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出所：島根県美郷町、日本総研
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スマート農業普及に向けた提言③：農業DX構想2.0で示された“未来予想図”

 農林水産省の農業DX構想の改訂に向けた有識者検討会が2024年2月に発表した“農業DX構
想2.0”では、スマート農業を活用した未来予想図を具体的に提示。

 未来予想図で示された姿は、スマート農業に取り組む農業者、民間企業、研究機関等にとって大
きなチャンス。“ここを目指す”という強い決意と想いを。
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農業生産・経営のデジタル化
がデジタルトランスフォーメー
ションの段階まで到達するこ
とで、様々なデータが集約・
連携され、ほとんどの農業の
担い手が、高度なアプリやス
マート農機等を用いた、効率
的で精緻な農業生産・経営
を行うようになっている。

こうした生産・経営面での革新的な進
化も要因となり、都市部に住み、生活
している者が、デジタル技術を活用し
て遠く離れた農村での活動や農業に
携わる反面、農村部に住む者も、リ
モートワークによって都市部での仕事
に携わるなど、農業者・非農業者が明
確に二分されない状況となっており、
多くの国民が何らかの形で農業や農
村に当事者として関わっている。

その結果、農作物等を「作る人」、「使
う人」、「食べる人」のそれぞれが「顔
の見える相手」として安心して、信頼関
係に基づいて、商品の売買にとどまら
ない情報交換や意見交換を行うことが
できる共同体的な関係が築かれ、コス
トの削減などの経済的なメリットにとどま
らず、「ぬくもりのあるやり取り」や、「健
康な食」「体験と紐づいた食」といった
恩恵を感じることができるようになって
いる。

農村DX構想2.0に示された農業・農村の未来予想図


